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研究成果の概要（和文）：本調査研究は、スポーツを活用したまちづくりに関して活動推進組織の生成過程に着
目し、組織の分類と活動の現状、課題を明らかにした。日本の5つの地方自治体と、韓国の2つの自治体に対し
て、フィールドワークとヒヤリング調査を実施した。
 その結果、試合開催地やスポーツキャンプ地招致/誘致活動を推進する組織は、行政組織が実質的な事務局であ
った。韓国では行政組織が直接推進していた。すでにキャンプ/合宿地としての歴史を持つ地域と2019～2021年
に開催される国際的スポーツイベントを契機に参入した地域が、推進組織を分類する基準の一つとして推察さる
結果となった。

研究成果の概要（英文）：In this research study, focusing on the process of forming activity 
promotion organizations concerning community development utilizing sports, we clarified the 
classification of organization, the current activities and problem. Field work and interview survey 
were conducted for five local governments in Japan and two municipalities in South Korea.
     As a result, the administrative organization was a substantial secretariat for organizations 
promoting game hosts and sports camp sites invitation / attraction activities. In South Korea, 
administrative organizations directly promoted it. The region already having a history as sporting 
camp / training camp and the region entered by international sporting events to be held in 2019 - 
2021 as a trigger were inferred as one of criteria for classifying promotion organizations.

研究分野：スポーツツーリズム

キーワード： スポーツツーリズム　試合開催地　スポーツキャンプ　招致/誘致活動　まちづくり　まちづくり推進組
織
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 観光庁(2011)は「スポーツ･ツーリズム推進
基本方針」を、文部科学省(2010)は「スポー
ツ立国戦略」発表した。それぞれ、地域ごと
のスポーツツーリズム・コンテンツの開発を
課題とする一方、国のミッションとして国際
スポーツイベントの招致を中長期的戦略と
して取り上げ、連携して取り組もうとしてい
る。国際スポーツイベント招致には、知名度
を向上させるだけでなく、試合開催地や国際
スポーツキャンプ招致に伴う開催前後のイ
ンバウンドツーリズムの拡大、国内交流人口
や滞留人口の増加、インフラ整備など様々な
経済効果や波及効果が期待され、スポーツを
活用した都市計画をも巻き込んだ総合的な
都市開発やまちづくりが期待されている（工
藤,2009；原田,2011）。 
 スポーツを活用した総合的な都市開発や
まちづくりには、それらを推進する中心的な
組織が必要となる。近年、みられるスポーツ
コミッションや、観光庁主導の全国レベルの
連合推進組織である日本スポーツツーリズ
ム推進機構（JSTA）の組織化はその代表例
といえる。しかしながらこれら組織の生成過
程や戦略的活動の有無および実態などは明
らかにされておらず、長期的な地域の取り組
みに関する実証的調査研究の蓄積が必要で
ある。そのため、試合開催地･スポーツキャ
ンプの招致活動から実際の運営、イベント開
催後の自治体を追跡することで、スポーツ･
ツーリズムを活用したまちづくりの時系列
に基づいた経年的実態、特に活動を推進する
組織に着目して実態を把握することが必要
である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、スポーツを活用したまちづくり
について、その活動推進組織の生成過程に着
目して組織の分類と活動の現状、課題につい
てフィールドワークを通じて明らかにする
ことが目的である。具体的な主要調査項目は
活動推進担当組織、組織の形態・構成・活動、
活動組織の生成過程、成果を計るモニタリン
グの有無、に絞った。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、国際的スポーツイベント開催に
伴い、試合開催地およびスポーツキャンプの
招致/誘致活動を行う自治体について、我が
国の地方自治体 5か所、韓国のスポーツキャ
ンプ受け入れ自治体 2か所について、ヒヤリ
ング調査を実施した。 
 効果測定のためのモニタリング項目の検
討については、文献およびウェブ調査を中心
に有識者や活動推進組織へのヒヤリングな
どを交え、社会経済的効果測定指標の収集を
行った。 
 
４．研究成果 
(1)年度ごとの成果 

①2014 年度 
 ラグビーＷ杯 2019、冬季五輪平昌大会、東
京オリンピック･パラリンピック大会に向け
た、試合開催地および国際スポーツキャンプ
の招致活動自治体、その自治体での活動中心
となる組織などについて情報収集を行った。 
収集した、試合やスポーツイベント開催地/
事前キャンプ地の情報に基づき、平成 27 年
度に聞き取り調査を行う自治体の選定、およ
び、その自治体近隣の調査協力者への協力依
頼・調査員の確保を行った。 
 社会経済的効果を測定する指標の選定・収
集活動については、より簡易で有用性が高い
と考えられる「都道府県・市町村別の教育・
社会・経済指標データ設計」データセット（文
部科学省）を用いることを検討しようとした
ものの、平成 23 年以降データセットを更新
していないこと、市町村合併などによって、
現在の市区町村にうまく適合しない個所が
生じることなどからデータセットの使用を
断念した。 
②2015 年度 
 以前からスポーツ合宿/キャンプ地として
活動している、北海道の 2自治体についてヒ
ヤリング調査を実施した。両自治体とも担当
組織としては実行委員会という組織を構成
し、市のスポーツ振興課、体育協会、競技団
体、旅館組合などが所属・協力して運営を行
っているものの、事実上の事務局は市のスポ
ーツ振興課が担っているのが現状であった。
組織の生成については、30年ほど前から一部
の合宿を人脈から始めたのがきっかけの地
域と、2002 年日韓サッカーW杯での合宿誘致
活動をきっかけにはじめ、競技団体の代表者
が集まり、市の予算を活用しながら推進して
きていることが明らかとなった。 
 一方で両自治体とも 20～30 年にわたりス
ポーツ合宿を受け入れてきていることもあ
り、スポーツ施設、宿泊施設、人手に対して
受入れ団体が飽和状態にあることが課題と
して挙げられている。それが原因となり、新
たな誘致/招致活動は行っておらず、ラグビ
ーが主体の合宿地ではあるが、ラグビーＷ杯
が開催されることになっても代表チームの
事前合宿の誘致/招致に対しては消極的な様
子がうかがえた。現在受け入れている団体を
一時的に断ることで、他の合宿/キャンプ地
に顧客を奪われてしまい、次年度の再訪が保
証されないというリスクを知覚しているこ
とが原因と推察された。 
③2016 年度 
 試合開催地/キャンプ地招致活動を行う自
治体とその推進組織の調査を継続して行う
とともに、オリンピック・パラリンピックに
おけるキャンプ地招致/誘致を実際に実施し
た地域やその推進組織の情報、その後の地域
の変化に関する情報を得るために、ロンドン
オリンピック・パラリンピック時に地域との
連携活動を積極的に行った、英国の大学を訪
問、担当者へのヒヤリングを行った。その結



果、キャンプ地招致/誘致に関しては地理的な
条件（競技開催地に近い）が重要であること、
キャンプ期間中においては、通常の業務体制
や職員の就業形態から大きく異なる対応が
必要であること、現時点では少なくとも訪問
した大学においては、キャンプを招致/誘致し
たことによる地域社会の変化を測定するこ
とは行われていないこと、などが明らかとな
った。 
 特に地域社会の変化に関しては、長期にわ
たる観察が必要であること、キャンプ地招致
/誘致や推進組織による効果のみを抽出する
ことが困難であることが、英国の大学の研究
者や担当職員との意見交換から明らかとな
った。そのためモニタリング項目が実際に効
果を測定することが可能かどうかまでは、調
査対象とする推進組織が組織されたばかり
の時期であることを考えると、本調査研究で
は明らかにすることは困難と考えられる。補
助事業終了後、継続して長期のモニタリング
を実施することが必要となると考えられる。 
④2017年度 
 日本の地方自治体 3か所と、韓国のスポー
ツキャンプ受け入れ自治体 2か所についてヒ
ヤリング調査を実施した。 
 ラグビーW杯や 2020年の東京オリンピッ
ク・パラリンピックといった、国際的メガス
ポーツイベントを契機にスポーツを通じた
地域づくりに取り組もうとする新規地域と、
プロ野球や Jリーグといったプロスポーツの
キャンプ、過去に開催された国際メガスポー
ツイベントを契機として、従来からスポーツ
合宿地としての誘致や運営が展開されてい
る既存地域が見られた。既存地域では、既存
キャンプ受入れ種目やシーズンと異なる種
目であれば利用施設や時期が被らないこと
から積極的に誘致したいと考える地域があ
った。 
 活動推進組織の生成過程においては、ほぼ
全ての組織が自治体主導で始まり、その後ス
ポーツ関連団体、実行委員会、コンベンショ
ン、NPO などの組織と共同推進している。
ただし全て推進組織に移行するわけではな
く、実質的な事務局や取りまとめは自治体が
行っており、今回の日本における調査地域に
おいては組織生成過程に違いには見られな
い。この傾向は、韓国平昌オリンピック・パ
ラリンピックにおいて、韓国国内でトレーニ
ングキャンプを受け入れた地域においても
同様であり、特に行政主導の傾向が強かった。 
 モニタリング項目については、日本の調査
地域では「合宿受入れ団体数」「延べ参加者
数」「延べ宿泊者数」これらに伴う「経済効
果（一部地域では宿泊施設から直接数値を提
供）」などが挙げられた。また一部地域では
利用者への満足度調査なども実施されてい
た。韓国の調査地域では同様の指標が用いら
れていたが、経済効果については具体的な数
値は把握されていなかった一方、年度ごとの
税収の変化、飲食・宿泊業などスポーツ合宿

に直接関わる事業者の声を把握することに
努めていた。 
 
(2)主要調査項目ごとの成果 
①活動推進担当組織、形態・構成・活動 
 我が国における、国際的スポーツイベント
の試合開催地、スポーツキャンプ地招致/誘致
活動推進担当組織は、スポーツコミッション
や実行委員会、誘致委員会といった組織を構
成している。これらの組織は法人格を有して
いない。ただし、その推進組織が意思決定権
や予算を持ち独自に活動を行っているわけ
では無く、実質的な事務局はその組織が所属
する地方自治体である。市、あるいは県の方
針に従い、その実動を担う手足となり、誘致
/招致活動を行う環境づくりや選手・関係者の
送迎、宿泊手配などを行っていた。 
 これらの傾向は、新規に取り組もうとする
地域、活動を始めて 2～30 年、60 年と経過
しているような既存地域であっても同様で
あった。本研究で調査を行った地域に関して
は、北米にみられるような会費や宿泊税など
を基盤に独自に活動を行うスポーツコミッ
ションとは趣が異なり、行政団体と強いつな
がりを持ちながら、行政施策を実現する実行
部隊としての役割を持つ組織であることが
推察された。これは今後も同様の組織形態と
なるのか、あるいは今後北米スタイルの組織
が生まれてくるのかは、継続して観察する必
要がある。 
 一方、韓国の 2自治体は招致/誘致活動推進
組織を独自に構成してはおらず、郡や市の経
済体育課が担当していた。経済体育課が、予
算を持ち招致/誘致活動を行い、郡・市のスポ
ーツ施設、飲食・宿泊業と直接やり取りを進
めていた。 
②活動組織の生成過程 
 どの組織も試合開催地やスポーツキャン
プ地招致/誘致活動に取り組むようになった
契機があり、そこに行政組織による主導、あ
るいは働きかけがあったために、実動部隊と
なる組織が生成されたという過程を経てい
た。韓国においては特別な組織生成は行われ 
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図１．試合開催地、キャンプ地招致/誘致活動推進組織の生成過程



ておらず、経済体育課が担当しているだけで
2 自治体とも同様の生成過程であった。その
ため、現時点では生成過程による組織の分類
はできなかった。 
 一方、ビジョンや長期的戦略（将来構想）
について見ると、新に参入地域と既存地域に
おいて違いがみられた。 
 北海道の 2自治体は、以前は互いに競合関
係にあると考えていたものの、現在では連絡
を取り合い、練習試合を実施するなど連携が
進んでいた。契約などは交わしていないもの
の、コンソーシアムに近い形で互いに連携・
協働する形態に分類できる。北海道の 2自治
体よりもスポーツ合宿地としての歴史が古
い九州の自治体では、他の競合地域との差別
化に注力していた。具体的にはアマチュアス
ポーツ団体がスポーツトレーナーを現地調
達するためのトレーナーバンク、栄養士によ
る食事の提案などの差別化戦略を実施して
いる。今後スポーツ合宿地に取り組む地域が
乱立すること、現在ホストタウン事業に取り
組む地域はゴールデンスポーツイヤーズ後、
スポーツ合宿事業に参入することなどが想
定されるため、長期的戦略性を持つ自治体と
して参考になると考えられる。 
 新規に参入した地域では、「スポーツを核
にして交流人口が増え、海外からも人が来る
ようになれば良い」という考えはあるものの、
実現するための戦略や中・長期的計画は今の
ところないのが現状であった。 
 このように、スポーツ合宿の歴史を持つ既
存地域とゴールデンスポーツイヤーズを契
機に新規参入した地域とでは、ビジョンや
中・長期的計画や戦略などの面において違い
がみられ、1 つの分類基準となると考えられ
る。 
③成果を計るモニタリング項目の有無 
 スポーツキャンプ・合宿地において、年度
ごとに集計されているのは、表 1の通りであ
った。 

 
 これらの項目も、合宿地利用者の変化と地
域での活動や経済的変化を示すものである
一方、地域の社会的な変化をとらえようとす
る項目は含まれていない。また、2014 年度に
「都道府県・市町村別の教育・社会・経済指
標データ設計」データセット（文部科学省）
を用いることを検討したものの、平成 23 年
以降データセットを更新していないこと、市

町村合併などによって、現在の市区町村にう
まく適合しない個所が生じることなどから
データセットの使用を断念した。2015 年度に
はロンドンオリンピック・パラリンピック時
に、地域との連携活動を積極的に行った、英
国の大学を訪問、担当者へのヒヤリングを行
った際には、有識者と担当者との意見交換か
ら、地域社会の変化に関しては長期にわたる
観察が必要であること、キャンプ地招致/誘致
や推進組織による効果のみを抽出すること
が困難であることが指摘された。 
 一方、経済的効果については、各自治体に
おいて産業連関表を用いた経済波及効果の
測定などが実施されていた。しかしながら、
スポーツツーリズム関連の経済波及効果研
究では測定方法や使用するデータの信頼性、
データ収集上の限界があり、調査を実施する
ことなく限定的な経済波及効果を推計して
いる場合が多いことが問題とされている（二
宮ら,2014; 石澤ら,2015）。石澤ら（2015）
は、スポーツ合宿を展開する自治体と協力し、
可能な限り詳細なデータを収集し、波及効果
係数を採用せずに算出することを試みてい
る。ある地域の経済的な効果を厳密に測定す
ることは困難としながらも、対費用効果を推
定する方法を提案している。これらの状況を
鑑み、現時点では妥当な社会経済的変化をモ
ニターする項目の選定は、継続課題とするこ
ととした。 
  
 今後、既存地域と新規地域に分類し、ヒヤ
リングデータをテキストマイニングなどの
手法を用い分析し、学会や投稿論文等におい
て発表する予定である。 
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